
1.　はじめに

ワイヤレス給電（Wireless Power Transfer, WPT）技術は，
電力供給の利便性を飛躍的に向上させることが期待される次世
代技術として注目されている。この技術は，電気自動車（EV）
の非接触充電やスマートフォン，医療機器などの分野での応用
が進んでいる。

特に，エネルギー問題を背景とし乗用車の電動化が加速して
いるため，EVへのワイヤレス給電の期待も大きくなっている。
一方，日本においては2010年代に世界に先駆けて電気自動車
へのワイヤレス給電の制度化が進められたが，当時は電気自動
車自体の普及の遅れもあり製品化が進まなかった。2024年現
在，EV普及及びEVワイヤレス給電の社会インフラ化を推進
する団体として新たに「EVワイヤレス給電協議会」（EVワイヤ
レス給電を社会インフラとして整備していくため，民間企業及
び研究機関が協力する場として，また，行政機関と業界をつな
ぐ窓口として設立された団体）が立ち上げられ，製品化・事業
化に向けた活動が活発化している。

また，近年ではEVだけでなく様々な形態の電動化されたモ
ビリティ・ロボットが増加している。2023年には改正道路交通
法が施行され，歩道や公道の領域に新たな車両区分として，「移
動用小型車」，「遠隔操作型小型車」，そして電動キックボード
が代表的な「特定小型原動機付自転車」が誕生した。

これらを背景に本稿では，EVよりも低速で歩道・施設，公
道領域で使われるマイクロモビリティに着目し開発を行った電
界結合型ワイヤレス充電システムと社会実装に向けた実証実験
の取り組み成果に関して報告する。

2.　WPTの制度化状況に関して

2.1	 国際的なWPT制度化の状況
WPTの制度化は，電磁波の周波数利用と安全性の観点で国

際的な規制やガイドラインの整備によって進められている。国
際電気通信連合（ITU）や国際電気標準会議（IEC）が規制の策
定を主導しており，特に，周波数帯の利用に関してはワイヤレ
ス給電が他の無線通信と干渉しないよう配慮が求められてい
る。表1に地域別の規制，安全性基準，EMC規制に関してま
とめた。
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表1	 地域別のワイヤレス給電に関する規制
	 Wireless power transfer regulations by region.

項目 米国 欧州 日本

規制機関 FCC CEマーキング, 
RED, EMC指令

総務省, 
経済産業省

安全性基準 IEEE C95.1, 
UL

ICNIRP, 
IEC 62368-1

電波防護指針, 
PSE

EMC規制 FCC Part 15/18
EN 55011, 
EN 301 489
シリーズ

電波法
（場合により, VCCI基準）
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米国では，WPT装置に関する規制は主に連邦通信委員会
（FCC）によって管理されている。FCCの規定は，無線機器の
運用に関する基準を定めており，WPT技術はFCC Part 15（意
図しない放射装置）やPart 18（産業・科学・医療機器）に基づく
認証が求められる。これにより，装置が無線通信や他の電子機
器への干渉を防止することが義務付けられている。安全性に関
しては，IEEE C95.1規格が人体への電磁波曝露制限を定めて
おり，これに従うことが求められる。また，UL（Underwriters 
Laboratories）は，WPT装置が発火や感電などのリスクを回避
するための安全試験を行い，適切な安全基準を提供している。
EMC規制に関してはFCCの規制を遵守する必要があり，周囲
の無線通信機器に干渉しないように設計されている。これらは，
低周波数帯域（数十kHz ～数MHz）の使用が一般的で，装置か
らの放射を適切に制御することが求められる。

欧州では，WPT装置に関する規制は主にCEマーキングを
通じて管理されている。CEマーキングは，製品が欧州経済地
域（EEA）のすべての規格に適合していることを示すものであ
り，WPT装置にはRadio Equipment Directive（RED）やEMC
指令に基づく適合が求められる。これにより，装置の無線通信
性能や電磁適合性が確保されることとなる。また，安全性に関
しては，低電圧指令（LVD）などが適用される。安全性の規制は，
ICNIRP（国際非電離放射線防護委員会）のガイドラインを基に
人体への電磁波曝露限度を定めており，これに基づき装置が設
計される。また，IEC 62368-1規格が適用され，WPT装置の構
造的な安全性や温度上昇によるリスクを管理するための基準が
設定されている。EMC規制については，EN 55011（工業・医
療機器のエミッション規格）やEN 301 489シリーズ（無線機器
のEMC基準）が適用される。これらの基準は，周囲の無線機
器や通信機器への干渉を最小限に抑えることを目的としてお
り，WPT装置の設計において重要な役割を果たしている。

日本においては，WPT装置は主に総務省及び経済産業省に
よって規制されている。電波法ではWPT装置は「高周波利用
設備」として位置付けられる。高周波利用設備が出す不要輻射
は混信や雑音の原因となり，他の無線通信に妨害を与える可能
性があることから「設置許可」を受ける必要がある。例外として，
50 W以下の装置に関しては設置許可の申請が不要とされてい
る。また，インバンドで伝送電力に変調を掛け情報通信を行う
場合は「特定無線設備」として扱われ，技術基準適合証明（技適）
の取得が求められる場合もあるため設置には注意が必要であ
る。安全性に関しては，電波防護指針が策定されており，これ
に基づいてWPT装置の電磁波曝露が管理されている。更に，
PSE（電気用品安全法）に基づく電気機器の安全試験も必要で
あり，火災や感電などのリスクを回避するための基準が適用さ
れる。EMC規制については，主に電波法やVCCI（情報通信審
査協議会）の基準に従い，不要な電波の発生を抑制することが
求められる。
2.2	 日本国内のWPT制度化状況1）

2.2.1	 近接型WPT装置の法的位置づけ
日本では電波法第100条に基づき，10 kHz以上の高周波電流

を利用する設備は高周波利用設備とみなされ，これらの設備は
不要放射，伝導ノイズが生じ，放送や無線通信に妨害を与える
おそれがあるため設備の設置にあたり総務大臣の許可を受ける
よう定められている。WPT装置も例外ではなく，50 Ｗ以上の
電波を利用する装置は電波法施行規則45条に基づき「高周波利
用設備」として扱われ装置毎個別の設置許可が必要となる。設
置の許可が不要となるのは，型式指定された，若しくは伝送電
力が50 W以下のWPT装置である。

日本では世界に先駆けてWPTの制度化が進められている。
平成28年3月15日総務省令第15号が公布・施行され，電波法
施行規則第45条,46条などが省令改正され，図1に示すように，

図1	 近接型WPT装置の法的位置づけ
	 Regulatory position of near-field wireless power transfer.
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型式指定されたWPT装置が追加されている。型式指定された
WPT装置は，個別の設置申請が不要となり手続きが簡易化さ
れるため，広く販売・利用され普及することが期待される。た
だし，これらの型式指定を受けるためには，平成28年総務省
告示第69～71号に基づき，妨害波電圧・不要発射の測定法や
電波強度に対する安全施設などの基準に適応する必要がある。

最近では6.7 MHz帯で電界結合方式を用いる「搬送ロボット
用非接触電力伝送装置」が新たな方式として追加されている。
これにより，工場や物流拠点で使用される自動搬送車（AGV）
やロボットがケーブル不要で充電や電力供給を受けられるよう
になる。特に，稼働中でも電力供給を継続できる点で，労働人
口の減少や物流業界の課題解決策として注目されている。今後
は急速充電や産業機器向けの大電力化対応の制度化も進んでい
くと考えられる。
2.2.2	 空間伝送型無線電力伝送の法的位置づけ
IoT機器，センサ向けに1 W程度の電力伝送を行う空間伝送

型無線電力伝送装置は「特定無線設備」として扱われる。令和4
年5月26日の令和4年総務省令第38号「電波法施行規則等の一
部を改正する省令」により省令改正が施行され，空間伝送型無
線電力伝送には920 MHz帯，2.7 GHz帯， 5.4 GHz帯の周波数
が割り当てられ，無線電力伝送用の構内無線局として開設する
ことが可能となった。特に，920 MHz帯については既に特定
無線設備として法整備が行われており，電波法に基づく技術基
準に適合していることを示す表示である技適マークが付されて
いる場合，無線局免許手続の省略が可能で手続きが大幅に簡略
化された。更に，2024年現在も更なる省令改正が検討されてお
り，2.4 GHz帯と5.7 GHz帯の周波数の追加も検討されている。

3.　電界結合型ワイヤレス充電システムの開発

3.1	 ワイヤレス充電システムに関して
ワイヤレス充電システムの基本的な構成を図2に示す。高い

周波数の交流電力を発生させる高周波電源，無線で電力を送る
カプラ，整流及び充電制御を行う受電回路で構成されている。
当社では商用電源からバッテリの充電まで行うトータルソ
リューション開発を行っている。本項では，当社技術の特長で
ある，電界で電力伝送を行う電界結合型カプラ及び高周波電源
内にある直流を高周波に変換するRFインバータを中心に報告
を行う。
3.2	 電界結合型カプラの特長
電界結合型WPTのカプラ構造は図3に示すようなメアンダ

ライン形状 a）や平板電極板形状 b）などが検討されている。メ
アンダライン形状はパターン自身のインダクタンスとキャパシ
タンスによる共振を利用するため，インダクタンスの追加が不
要となり平面構造をとることができる。しかし，伝送線路の長
さ，パターン構造から高周波電流を流す際に表皮効果，近接効
果の影響を受け高周波帯での損失が増大する。

一方，平板電極を用いる場合，共振用コイルなどインダクタ
ンスの追加が必要となるが，メアンダラインのようなパターン
が不要で高周波帯での損失を小さくできる。共振現象を積極的
に利用することで，電極間に高電圧を発生させており，電極自
体に流れ込む電流を小さくできている。これにより，電極材料
は銅よりも電気伝導率が低いアルミニウム，鉄などの安価な金
属材料で構成することが可能である。カプラは平板電極と共振
コイルを接続したシンプルな構成で，金属箔などの電極により
軽量かつフレキシブルな構造が可能である。

図3	 電界結合型カプラの模式図
	 a）メアンダライン形状　b）平行平板形状　c）アルミニウム箔材で構成
	 Schematic diagram of the electric field coupling coupler.
	 a) Meander line shape. b) Parallel plate shape. c) Composed of aluminum foil.
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図2	 ワイヤレス充電システムの構成 
	 Wireless charging system configuration.
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3.3	 RFインバータの開発
3.3.1	 インバータ技術の概要
インバータ（Inverter）技術は，直流（DC）電源を交流（AC）

に変換するデバイスや回路のことを指す。基本的な動作原理は，
直流電源から取り出した電圧を一定の周期で逆転させ，交流の
波形を生成することである。これにより，直流から得られたエ
ネルギーを異なる周波数や電圧の交流電源に変換することがで
きる。MHz帯を用いるWPT装置では，医療，産業，科学分野
で汎用的に使用するために割り当てられたライセンス不要の
ISM帯（Industrial Scientific and Medical Band）にある 
6.78 MHz，13.56 MHz，27.12 MHzなどを利用することが多い。
これらの高周波電力を供給する装置は高周波電源やRF電源

（Radio Frequency Power Supply）といい，これに組み込むイ
ンバータを「RFインバータ」と呼んでいる。
3.3.2	 E級インバータに関して
パワー半導体と回路トポロジの進化により電源装置の高周波

化が進み，変換効率向上や小型化に寄与している。高周波化に
よりコイルやトランスの巻き数が減り，損失低減や冷却設計の
簡素化が可能となる。これにより，小型・軽量化が求められる
携帯電話の充電器や車載機器などで重要な技術となっている。

スイッチングパワーアンプは信号や電力を効率的に増幅する

装置で，音響，通信，医療，自動車分野で活用されている。スイッ
チング損失を最小化するため，ZVS（Zero Voltage Switching）
やZCS（Zero Current Switching）を採用し，放熱板やファンを
不要とする小型化・省スペース化を実現する。スイッチングパ
ワーアンプの代表的回路としてE級アンプが挙げられる。E級
アンプは1975年にSokalによって発表されたもので，スイッチ
ング素子が1つのシンプルな回路構成で高周波・高効率なイン
バータを実現できるため応用が期待されている。コンベンショ
ナルなE級インバータの回路図とその動作原理を図4に示す。
FETの電圧電流波形のオン・オフの切り替わり4か所のうち，
3か所がゼロとなる条件で理論的に数式を解くことで，回路定
数を設計することが可能である。理想的に動作した場合，
FETの電圧と電流のどちらかが常にゼロにできるのでスイッ
チング損失により電力を消費しないため，高周波でスイッチン
グしても効率を高くすることができる。
3.3.3	 電動アプリケーションの充電電力に関して
ワイヤレス充電システムを開発するにあたり，電動化された

モビリティ，ドローンやロボットの一般的な充電電力を表2に
まとめた。産業用途では大きな電力が必要となるが，家庭用途
は1000 W弱ほど必要だということが判る。本報告では比較的
小さな充電電力が求められる領域で高効率化を目指した。

表2	 電動アプリケーションの一般的な充電電力の一覧
	 General charging power list for electrified applications.

分類 機器例 一般的な
充電電力 備考

家電ロボット 掃除ロボット（例：Roomba）, 
芝刈りロボット 20～150 W 家庭用で省エネルギー設計が多い

小型ドローン ホビー用ドローン
（例：DJI Miniシリーズ） 50～300 W 軽量型で小容量バッテリーを使用

モビリティ 電動スクーター , 電動車いす 200～1000 W 大型バッテリー搭載のものほど高い充電電力が必要

産業用ドローン 農業用ドローン, 点検用ドローン
（例：DJI Matrice） 500～2000 W 長距離運用や重荷物運搬のため, 大容量バッテリーを搭載

産業用ロボット 溶接ロボット, 組み立てロボット 1000～5000 W 工場内で高負荷作業を行うため, 非常に高い充電電力が必要
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負荷抵抗出力
キャパシタ
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=
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=
=
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=
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図4	 E級インバータの動作原理
	 Operating principle of class-E inverter.
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3.3.4	 E級インバータの設計
50 W，200 Wで最適化したE級インバータの開発事例を報告

する。目標仕様を表3に示す。ZVS，ZCSが成立するように電
圧電流波形を定義し，計算を解くことで素子値の設計を行った。
開発したE級インバータの主回路の回路図と計算で求めた素子
の設計値及び実装した部品の素子値を図5，表4に示す。本開
発ではGaN-FETを採用しており，FETを交換することで50 W，
200 Wで高効率な動作を実現している。

3.3.5	 E級インバータの実機評価
開発したE級インバータの波形・効率測定を行った。開発し

たE級インバータ及び計測系を図6，7に示す。
図8に波形測定結果を示す。GaNのドレイン・ソース電圧波

形はスイッチのオンオフ時に電圧値及び傾きがゼロとなってお
り期待した通りの波形を観測できた。また，出力電圧波形も正
弦波状となっておりE級動作を実現できていると考えられる。

出力電力波形をフーリエ変換し信号スペクトラムを解析した
結果を図9に示す。この結果，2 ～ 4倍波の高調波スプリアスを
含むこと分かった。実際の回路ではFETのターンオンとターン
オフ時間の違いもあるため，信号源のDuty比を50％ではなく
調整を加えていることから偶数次のスプリアス成分が観測され

ていると考えられる。また，元々の信号源が矩形波であること
から奇数次の成分も見られる。過去の検討からこれらのスプリ
アスはローパスフィルタを出力部に取り付け対策可能であるこ
とが判っている。本インバータにおいてもローパスフィルタを
設計・製作し高調波成分が出力されないようにする必要がある。

図8	 E級インバータの出力波形（50 W版）
	 Output waveform of the class-E inverter at 50 W output.

GaNのゲート電圧 GaNのドレイン・ソース電圧

出力電圧（13.56 MHz）

※GaNのゲート電圧はGNDのプロービングが長く波形にひずみが見られる
※デスキュー未実施のため測定波形には位相ずれ有り

図6	 開発したE級インバータ（サイズ：145×80×25 mm）
	 The developed class-E inverter.

図5	 設計したE級インバータの回路図
	 Circuit diagram of the class-E inverter.

負荷
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入力チョークコイル
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高周波の
交流出力

FET

共振インダクタ
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表4	 回路定数
	 Circuit parameters.

パラメータ 記号 設計値 実装品 単位
負荷 Rout 50 50 Ω

出力キャパシタ C2 540 540 pF
シャントキャパシタ C1 373 302 pF

共振キャパシタ C0 810 810 pF
共振インダクタ L0 561 564 nH

入力チョークコイルの
インダクタ LRFC 10 10 µH

図7	 計測系
	 Measurement system.

測定装置 メーカ 型番
入力電源 KIKUSUI PWR400H

入力パワーメータ HIOKI PW3335
オシロスコープ Lecroy HDO6104A-MS

出力RFパワーメータ Bird MODEL4421
負荷 TMT T50013AN 50Ω

表3	 E級インバータの目標仕様
	 Target specifications for class-E inverters.

項目 50 W版 200 W版
インバータ出力 50 W 200 W

周波数 13.56 MHz
出力インピーダンス 50Ω

ドレイン効率 >90％
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図10に出力電力とドレイン効率を示す。搭載するGaN-FET
を選定し50 W版と200 W版を評価している。50 W版では自
然空冷で熱設計が成立する最大出力は50 Wで，その時のドレ
イン効率91％を達成している。200 W版では最大出力は200 W
で，出力100 W前後でドレイン効率95％を達成している。表5，
図11に本成果と先行事例を併記したものを示した。ここから，
出力電力が小さい領域で高効率なインバータを設計できている
ことが分かる。今後はインバータ単体の出力電力向上と，電力
合成技術などによる大出力化を進め，充電電力が大きなアプリ
ケーションへの適用を図っていく。

4.　�マイクロモビリティ向けワイヤレス充電システムの	
実証実験

4.1	 実証実験の概要
社会実装に向けた実証実験の取り組み成果に関して報告す

る。ここまでは，小電力で最適化したRFインバータの開発事
例を報告してきた。ワイヤレス充電システムを社会インフラと
して普及させるためには，高周波利用設備申請が不要となるよ
うに制度化を進める必要があるが，普及の目途がないと制度化
が進まないという面がある。現状において50 W以下の設備は
申請が不要であるため社会実装が容易である。そこで，当社で
は図12，表6に示すような電動キックボード向けに50 W以下
のワイヤレス充電システムを開発し，ワイヤレス充電の有用性
を示すための実証実験を行った。開発したシステムは駐輪する
と自動で充電を行うシステムであり，有線接続の手間を意識す
ることなく充電を行うことができる。

バッテリ充電に対する要求はユースケースによると考えられ
る。連続的な移動手段として用いる場合には非稼働時間を短く
し稼働時間を上げる必要があるため，バッテリ容量を大きくし
バッテリ交換を行う方法が適している。一方で，スポット的な
移動手段として用いる場合，例えば朝夕の移動手段に用い日中
は駐輪しているだけという使い方も考えられる。本実証では，
このように駐輪時間が長いユースケースに焦点を当てた実験を
行い，移動手段としてのマイクロモビリティの有用性と充電作
業の省人化の効果を実証したので，これを報告する。
4.2	 ユースケース　工事現場の移動手段
実際の工事現場において実証実験を行った。事務所と工事現

場間の移動手段に電動キックボードを用い，事務所で作業して
いる時間は駐輪している状態となる。駐輪時は自動で充電が開
始される。実験では機体にデータロガーを搭載し充電電圧と電
流をモニタし，バッテリ残量を推定した。典型的な1日の使用
条件とバッテリ残量の推移を図13，14に示す。

図10	 E級インバータのドレイン効率（DCtoRF）
	 Drain efficiency of the class-E inverter.
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図11	 13.56 MHzインバータ先行事例との比較
	 Comparison of the 13.56 MHz inverter with previous 

studies.
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表5	 13.56 MHzインバータの先行事例との比較 7）

	 Comparison of the 13.56 MHz inverter with previous 
examples.

測定装置 回路トポロジ 出力電力 主回路の
変換効率

本研究①50 W版 単相 E級 50 W 91.0%
本研究②200 W版 単相 E級 200 W 95.0%

先行事例① 2） プッシュプル C級 400 W 75.5%
先行事例② 3） 単相 E級 1.0 kW 85.0%

先行事例③ 4）,5） 単相 Φ2級 1.3 kW 94.6%
先行事例④ 6） 単相 D級ハーフブリッジ 1.7 kW 87.0%
先行事例⑤ 7） 単相 D級ハーフブリッジ 2.8 kW 96.2%

図9	 E級インバータの50 W出力時の電力波形のスペクトル
	 Power spectral of the output waveform of the class-E 

inverter at 50 W output.
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事務所作業がメインで一日数回工事現場へ向かうという使い
方であったため，１回の走行が5 ～ 6分程度で，その他の時間
の多くが駐輪している状態であった。走行中は電流を出すため
電圧降下し大きくバッテリ残量が低下しているように見える
が，走行終了し停車しているときを見ると20％弱の消費と分
かる。小一時間駐車している間に充電するようなユースケース
では，有線接続する手間が無く充電を意識しなくてもバッテリ
残量が80 ～ 100％に維持できると分かった。

移動手段としてマイクロモビリティを用いた際の時間節約効
果を図15に示す。片道650 mの移動を3往復した場合を仮定
すると，1日当たり約25分，1年で約150時間（約1か月分の作
業時間に相当）の時間削減効果があると分かった。比較的短い
数100 mの移動にマイクロモビリティを活用することの有用性
も確認できた。

図13	 工事現場でのユースケース例
	 Use case examples in construction sites.
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距離650 m

速度
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図15	 マイクロモビリティによる時間節約効果
	 Time-saving benefits of micro-mobility.
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図14	 1日のバッテリ残量の推移
	 Battery level variation over the course of a day.
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図12	 開発したワイヤレス充電システムの構成
	 Configuration of the developed wireless charging system.
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表6	 ワイヤレス充電システムのスペック
	 Specifications of the wireless charging system.

項目 仕様
高周波電源出力 50 W

周波数 27.12 MHz
伝送距離 Max 70 mm
充電電力 30 W
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5.　まとめ

マイクロモビリティ向けに開発した電界結合型ワイヤレス充
電システムに関して，小電力に焦点を当てた高周波電源の技術
開発と社会実装に向け実際に工事現場で行った実証実験の成果
を報告した。高周波電源内のRFインバータを開発し，最大出
力は200 W，出力100 W前後でドレイン効率95%を達成した。
また，実証実験を通し短距離移動にマイクロモビリティを活用
する有用性と，駐輪時自動ワイヤレス充電技術を提供すること
で，有線接続する手間が無く充電を意識しなくてもバッテリ残
量が80 ～ 100%に維持できる結果が得られた。
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